
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　既存コンクリート柱状体に所定間隔で巻いた線状体からなる複数の剪断補強筋と、これ
らの剪断補強筋のうえから既存コンクリート柱を巻くように設けた網状体と、これら剪断
補強筋及び網状体のうえから既存コンクリート柱に吹き付けたモルタルとを備え

既存コンクリート柱状体の補強構造。
【請求項２】
　前記線状体に緊張力を導入してなる請求項１記載の既存コンクリート柱状体の補強構造
。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、既存コンクリート柱状体の補強構造に関する。
【０００２】
【従来の技術】
既存のコンクリート柱状体、すなわち既存の橋脚やビルディング等のコンクリート柱の補
強構造には、以下の従来例がある。
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、
　前記剪断補強筋と前記既存コンクリート柱との間に、前記モルタルの所定吹き付け厚さ
を規定する厚さガイドを備えたモルタル厚指示治具を設け、
　さらに該モルタル厚指示治具には、前記剪断補強筋の配置を規定する補強筋配置ガイド
が設けられたものである



▲１▼鋼板補強構造：コンクリート柱の外周に鋼板を巻き、この鋼板とコンクリート柱と
の間に無収縮モルタルを充填して形成する。
▲２▼ＲＣ補強構造：コンクリート柱の外周に主筋及び剪断補強筋を設け、この外周に型
枠を設置し、型枠内にコンクリートを打設し、コンクリート硬化後に型枠を脱型して形成
する。
▲３▼繊維補強構造：コンクリート柱の外周に炭素繊維等の補強繊維を貼着して形成する
。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら上記従来の▲１▼鋼板補強構造では、鋼板の重量が大きいので、揚重機等が
必要になると共に作業効率が低いという問題がある。
また▲２▼ＲＣ補強構造では、打ち増したコンクリートによりコンクリート柱の自重が増
加するため、基礎の負荷重量が許容値よりも大きくなることがある。
さらに▲３▼繊維補強構造では、長期間にわたる補強繊維の耐久性能や耐火性能が充分に
高くないという問題がある。
【０００４】
本発明は上記問題点を解消するためになされたものであり、その目的は、作業性が良好で
、コンクリート柱状体の自重が必要以上に増加したりすること無く、耐久性能や耐火性能
が優れている既存コンクリート柱状体の補強構造を提供することにある。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
　本発明は、前記目的に鑑みてなされたものであって、その要旨は、既存コンクリート柱
状体に所定間隔で巻いた線状体からなる複数の剪断補強筋と、これらの剪断補強筋のうえ
から既存コンクリート柱を巻くように設けた網状体と、これら剪断補強筋及び網状体のう
えから既存コンクリート柱に吹き付けたモルタルとを備え

既存コンクリート柱状体の補強構造に
ある。
【０００６】
ここで、既存コンクリート柱状体に所定間隔で巻いた前記線状体は、地震等の外力によっ
てコンクリートが破断した際、この破断したコンクリートをある程度拘束して、コンクリ
ート柱状体の変形性能を向上させることができる材料であれば良く、例えば、鉄筋、鋼線
、炭素繊維からなるロープ、及び鋼線と炭素繊維とを縒り合わせて形成したロープ等を使
用することができる。
【０００７】
また剪断補強筋の配筋間隔は適宜定めることができる。例えば、モーメントが大きく作用
する箇所には間隔を狭めて配筋し、一方、作用するモーメントが小さい箇所には比較的大
きな間隔で配筋しても良い。
【０００８】
さらに前記網状体は、吹付モルタルの既存コンクリート柱状体への付着力を向上させるこ
とができるものであれば良く、例えば、金網、炭素繊維からなる網、ラスまたはプラスチ
ック網を用いることができる。
【０００９】
本発明の既存コンクリート柱状体の補強構造において、既存コンクリート柱状体に所定間
隔で巻いた複数の剪断補強筋には緊張力を導入しても良く、これによってコンクリートに
対する拘束力が高まり、地震等に対する変形性能を向上するといった利点を享受すること
ができる。
【００１０】
　 モルタル厚指示治具は、長尺部材と、その軸方向に直行するように設けた複数の突
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、前記剪断補強筋と前記既存コ
ンクリート柱との間に、前記モルタルの所定吹き付け厚さを規定する厚さガイドを備えた
モルタル厚指示治具を設け、さらに該モルタル厚指示治具には、前記剪断補強筋の配置を
規定する補強筋配置ガイドが設けられたものである

前記



出片（厚さガイド）とで形成することができる。この長尺部材としては、例えば、平鋼、
アングル鋼材、鋼棒、または鋼材以外の樹脂材料等でこれら鋼材と同様な形状に形成した
長尺部材を用いても良い。また突出片は、その先端部または中間部等の何れの箇所で吹き
付けモルタルの表面位置を指示するようにしても良く、突出片の中間部で指示する場合に
はモルタル吹き付け後にモルタル表面から突出した部分のみを除去し、残り部分を吹き付
けモルタル中に埋設させ、一方、突出片の先端部で指示する場合には、突出片の先端と同
じ高さ、又は突出片の先端よりも若干高い位置に、吹付モルタルの表面を形成して突出片
全てを吹付モルタル中に埋設させる。
【００１１】
またモルタル厚指示治具は、上述した構成以外に、長尺部材と、その軸方向に直行するよ
うに設けた支持部材と、この支持部材の先端に支持されて吹き付けモルタルの表面位置を
指示する表面指示部材（厚さガイド）とで形成しても良い。
【００１３】
本発明の既存コンクリート柱状体の補強構造において、複数の剪断補強筋と、モルタル厚
指示治具と、網状体とを予め組み立てて所定寸法の補強材料組立体に形成し、この補強材
料組立体の複数を既存コンクリート柱状体に設置してそれぞれを連結するようにしても良
い。
この時、コンクリート柱状体を捲回する一本の剪断補強筋は二分割又はこれ以上の複数に
分割した形状で形成し、モルタル厚指示治具は長尺部材とこれに突設された複数の突出片
で形成し、前記分割された剪断補強筋を所定間隔で前記モルタル厚指示治具に固定し、こ
の固定された剪断補強筋の外周に網状体を固定すれば前記補強材料組立体は形成すること
ができる。かような補強材料組立体を連結する際には、分割された剪断補強筋の端部どう
しを従来の接合方法、すなわち、端部どうしをラップさせて溶接したり、または、端部を
カプラー内に貫入させて接着材を充填したり、あるいはカプラーに楔を打ち込んだりする
。
【００１４】
【実施例】
以下に、この発明の一実施例を図を参照して説明する。
図１は本発明の既存コンクリート柱状体の補強構造を示す斜視図である。図１において、
補強構造は、剪断補強筋１３としての複数の鉄筋を既存コンクリート柱１１に捲回し、こ
の剪断補強筋１３のうえに金網１４を固着し、これら剪断補強筋１３及び金網１４を埋設
するように、吹付モルタル１５を既存コンクリート柱に吹き付けて形成する。
【００１５】
前記剪断補強筋１３は、既存コンクリート柱１１においてモーメントが大きく作用する部
位には間隔を狭めて配筋し、作用するモーメントが小さい部位には比較的大きな間隔で配
筋する。例えば、橋脚（図示せず）の上下端部には狭い間隔でより多くの剪断補強筋１３
を配し、中間部には比較的大きな間隔で配筋する。また剪断補強筋１３には緊張力を導入
することにより、既設コンクリート柱に対する拘束力を強くすることもできる。
【００１６】
前記吹付モルタル１５は、本願出願人による特願平７－４８２６３号に開示された吹付モ
ルタル材料（商品名：ショットパッチ II）等を使用し、剪断補強筋１３や金網１４が埋設
される程度の厚さに吹き付ける。例えば、断面寸法が９０×９０ cm程度のコンクリート柱
に直径１３ mm程度の剪断補強筋１３を捲回した場合、吹付モルタル１５はコンクリート柱
表面から４０ mm程度の厚さまで吹き付ける。
【００１７】
以上の補強構造には、施工時に吹付モルタルを所定厚さに管理するため、図２に示したよ
うなモルタル厚指示治具１２を設けても良い。すなわち、モルタル厚指示治具１２は、ア
ングル鋼材１２ｂと、このアングル鋼材１２ｂの頂部に所定間隔で突設した複数の突出片
１２ａとを備え、突出片１２ａはアングル鋼材１２ｂの二辺に対して同角度になるように
固定し、その長さは先端が吹付モルタル１５の表面高さ、又は表面高さより若干低く位置
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するように形成する。なお、突出片１２ａを剪断補強筋１３の配筋間隔と同じ間隔に設け
れば、この突出片１２ａを目印にして剪断補強筋を配筋することができ、作業効率が向上
する。
【００１８】
かようなモルタル厚指示治具１２は、図３及び図４に示したように、そのアングル鋼材１
２ｂを既存コンクリート柱１１の四隅に当接して配置し、各剪断補強筋１３が突出片１２
ａの上又は下を通るようにモルタル厚指示治具１２のうえから既存コンクリート柱１１に
捲回し、この剪断補強筋１３の上に金網１４を固着し、さらに、突出片１２ａを目印にし
ながら吹付モルタル１５を所定厚さまで吹き付けると、本発明の補強構造を形成すること
ができる。
【００１９】
また本発明において、モルタル厚指示治具１２、剪断補強筋１３及び金網１４は、図５に
示したような補強材料組立体２０として予め組み立てたものを使用しても良い。すなわち
、剪断補強筋１４ａをコ字形状に形成し、この剪断補強筋１４ａの二つの角の内側に各モ
ルタル厚指示治具１２を当接して結束線（図示せず）で突出片１２ａに固定し、剪断補強
筋１４ａの外側に金網１４を固着して補強材料組立体２０を形成する。
【００２０】
そして、かような補強材料組立体２０は、左右対称に形成された一対をそれぞれの剪断補
強筋１４ａが既設コンクリート柱に当接するように、且つ、先端が相互に重なりあうよう
に配置し、この先端部どうしを溶接にて固着する。剪断補強筋１４ａを溶接した後、接合
部の金網１４を剪断補強筋１４ａに固着し、吹付モルタル１５を前述と同様に吹き付けれ
ば、本発明の補強構造は完成する。
【００２１】
図６では本発明の補強構造を設けた既設コンクリート柱と、その他の既設コンクリート柱
との変形性能を比較するため計算によって求めたグラフを示した。
図６に一点鎖線で示した「無補強」とは、断面寸法８００×８００ mm、主筋比２ .４８％
及び帯筋比０ .０５％の既設コンクリート柱であって、何ら補強構造を設けてないコンク
リート柱を意味する。
また点線で示した「鋼板巻き立て」とは、前記「無補強」の既設コンクリート柱の周りに
クリアランス５０ mmを確保して厚さ６ mmの鋼板を捲回し、このクリアランスに無収縮モル
タルを充填して形成した、従来の既設コンクリート柱の鋼板補強構造を意味する。
さらに「本願補強構造」とは、前記「無補強」の既設コンクリート柱の周りに直径１６ mm
の鉄筋を１００ mm間隔で捲回し、この鉄筋の上に直径５ mmの鋼線で５０ mmメッシュに形成
された金網を固着し、厚さ４０ mmのモルタルを吹き付けて、本願発明の既設コンクリート
柱の補強構造を意味する。
以上の条件のもとで求めた図６のグラフから「本願補強構造」は「鋼板巻き立て」とほぼ
同様、且つ「無補強」の約４ .１倍の変形性能を有することが判る。
【００２２】
次に、図１乃至図５とは異なる実施態様を図７乃至図１３を参照して説明する。図７は本
発明の既存コンクリート柱状体の補強構造を示す正面図であり、図８は図７における VIII
－ VIII線に沿った断面図であり、図９は図７に示した補強構造における円 IＸ部分の断面
図であり、図１０はモルタル厚指示治具として使用する部材を示す側面図であり、図１１
(a)は図８の円Ｘ部分におけるモルタル厚指示治具を示す断面図であり、図１１ (b)は図８
の円Ｘ部分における補強筋配置ガイドを示す断面図である。
【００２３】
図７において補強構造は、既存の矩形コンクリート柱１１の四隅に面取り部１１’を形成
し、この面取り部１１’にモルタル厚指示治具２２を配置し、このモルタル厚指示治具２
２のうえから既存コンクリート柱１１に剪断補強筋２３を捲回し、さらに、図１の補強構
造と同様に、金網１４と吹付モルタル１５とを設けて形成する。
【００２４】
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かように前記面取り部１１’を形成することにより、剪断補強筋２３と矩形コンクリート
柱１１の表面との隙間を小さくできるという利点が生じる。すなわち、剪断補強筋２３を
矩形コンクリート柱１１廻りに捲回するために曲折した場合、この曲折部は一定以上の曲
率を有する形状に形成されて、直角には形成できず、この曲折部を矩形コンクリート柱１
１の直角の四隅に当接した場合、矩形コンクリート柱１１の表面との間に隙間が生じ、さ
らに、直角の四隅にモルタル厚指示治具２２を設けた場合、この隙間は拡大する。しかし
ながら、本発明では剪断補強筋２３の曲折部の曲率にあわせて面取り部１１’を形成し、
この面取り部１１’にモルタル厚指示治具２２を設けたので、曲率を有する曲折部とモル
タル厚指示治具２２の厚さとが面取り部１１’により吸収されて、剪断補強筋２３と矩形
コンクリート柱１１の表面との隙間は低減される。
【００２５】
前記モルタル厚指示治具２２は、図１１ (a)に示したように、複数のボルト２５ａと配筋
ガイド２８としての複数の丸鋼とが片面に所定間隔で突設された平鋼２４（図１０参照）
と、複数のボルト２５ａを貫通させる孔（図示せず）が一方のフランジに形成されたチャ
ンネル材２５ｄ（図１２参照）と、このチャンネル材２５ｄの他方のフランジに貼着され
る厚さガイドとしての表面指示材２６と、チャンネル材２５ｄを複数のボルト２５ａに固
定するための固定ナット２５ｂ，２５ｃとを備える。
【００２６】
かようなモルタル厚指示治具２２において、平鋼２４には孔が（図示せず）形成されてお
り、この孔にアンカーボルト（図示せず）を貫通させてモルタル厚指示治具２２を面取り
部１１’に固定する。また平鋼２４の長さは、補強する柱の長さより若干短く形成し、こ
れにより、柱の上下端部に平鋼２４が当接されない区間、すなわち、２～５ cm程度の無補
強の区間を形成する。さらに、チャンネル材２５ｄ及び表面指示材２６の長さは、平鋼２
４と概ね同じ程度とする。更にまた、表面指示材２６は、弾力性のある材料、例えば、ゴ
ム、プラスチックまたは発泡体を用いて形成する。
【００２７】
また前記剪断補強筋２３は、矩形コンクリート柱１１の対向面１１ａ，１１ｂにおいて、
それぞれの端部を突き合わせて連結することができるような一対の形状、すなわち図８に
示したような形状の剪断補強筋２３ａ，２３ｂに形成するか、あるいは、図示はしないが
一対の剪断補強筋を同じ「コ」字形状に形成しても良い。かような形状の剪断補強筋２３
ａ，２３ｂは、前記モルタル厚指示治具２２から突設された配筋ガイド２８の上に仮置き
し、端部どうしを突き合わせてカプラー２７で連結し、結束線等で配筋ガイド２８に繋着
する。また剪断補強筋２３は、図７にも示したようにモーメントが大きく作用する柱１１
の上下端区間では狭い間隔で配筋し、作用するモーメントが小さい中間区間では比較的大
きな間隔で配筋する。
【００２８】
さらに、突き合わされた端部どうしを連結するカプラー２７内には、エポキシ樹脂や高強
度無収縮モルタルが注入される。かような剪断補強筋２３ａ，２３ｂを連結するカプラー
２７は、例えば、図７の下端区間に示したように、上下に隣合う剪断補強筋のカプラー２
７が同一の対向面において互い違いの位置関係になるように配置するか、あるいは、図７
の上端区間に示したように、上下に隣合う剪断補強筋のカプラー２７が異なる対向面に位
置するように配置しても良い。
【００２９】
次に、図７乃至図１３に示した実施態様における施工手順について説明する。最初に既存
コンクリート柱１１の表面処理を行う。この工程では、吹付モルタル１５の付着に悪影響
を及ぼすような汚れ等を、サンダーやワイヤーブラシで除去すると共に、既存コンクリー
ト柱１１の四隅を削り落して面取り部１１’を形成する。
【００３０】
次いで、図１０に示した部材の平鋼２４を面取り部１１’に当接し、これをアンカーボル
ト（図示せず）によって固定する。そして、剪断補強筋２３，２３ａ，２３ｂを配筋ガイ
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ド２３の上に仮置きし、その端部どうしを突き合わせてカプラー２７を嵌め、結束線（図
示せず）で剪断補強筋２３，２３ａ，２３ｂを配筋ガイド２３に繋着し、カプラー２７内
にはエポキシ樹脂を充填する。
【００３１】
所定数の剪断補強筋２３，２３ａ，２３ｂを配筋した後に、厚さガイドとしての表面指示
材２６の取付け工程を行う。この工程では、最初に、平鋼２４から突設した複数のボルト
２５ａのそれぞれに固定ナット２５ｂを螺合し、次いでチャンネル材２５ｄの一方のフラ
ンジに形成された孔をボルト２５ａに挿入し、さらに、固定ナット２５ｂを螺合してチャ
ンネル材２５ｄを固定し、最後に、チャンネル材２５ｄの残りのフランジに表面指示材２
６を貼着する。
【００３２】
表面指示材２６の取付け工程の後に、既存コンクリート柱１１が吹付モルタル１５の水分
を吸収するのを防止するための下地材（シーラー）を、既存コンクリート柱１１の表面に
塗布し、次いで、吹付モルタル１５の吹付けを二層に分けて行う。第一層目の吹付モルタ
ル１５は、剪断補強筋２３，２３ａ，２３ｂがかくれる程度の厚さまで吹き付け、その後
、この第一層の上に金網１４または合成樹脂性のネットを取付け、さらに、第二層目の吹
付モルタル１５は、表面指示材２６の高さを目印にしながら金網１４または合成樹脂性の
ネットのうえからを吹付けて、その表面を金ゴテ等によって均す。
【００３３】
吹付モルタル１５を施工した翌日、図１３に示したように、表面指示材２６をチャンネル
材２５ｄから剥がして吹付モルタル１５の表面から抜き取り、これによって生じた吹付モ
ルタル１５表面の凹部にモルタルを充填すると、本発明の既存コンクリート柱状体の補強
構造は完成する。ここでは、表面指示材２６を吹付モルタル１５表面から除去したが、本
発明の補強構造は、これに限定されず、例えば、表面指示材２６を吹付モルタル１５中に
埋めたまま、チャンネル材２５ｄまで水が浸透しないように、表面指示材２６の上にモル
タル等の表面処理材を塗布しても良い。
【００３４】
【発明の効果】
本発明では、既存コンクリート柱状体に複数の剪断補強筋を捲回し、この剪断補強筋のう
えから網状体を固着し、さらに吹付モルタルを吹き付けて補強構造を形成するので、従来
の鋼板を使用する補強構造に較べて補強材料が軽量で取扱いが容易である。また、剪断補
強筋を被覆している吹付モルタルが耐久性能や耐火性能を向上させ、網状体は吹付モルタ
ルの柱状体への付着力を向上させる。
【００３５】
また本発明では、剪断補強筋が構造上の耐力を向上し、モルタルはこの剪断補強筋を被覆
することができる程度の厚さに吹付けられるだけなので、補強構造自体の軽量化が可能で
あり、従来のＲＣ補強構造のようにコンクリート柱状体の自重が増加し、基礎に対する負
荷が大きくなり過ぎるといった問題を防止できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の既存コンクリート柱状体の補強構造を示す斜視図である。
【図２】モルタル厚指示治具を示す斜視図である。
【図３】モルタル厚指示治具及び剪断補強筋を既存コンクリート柱状体に設置した状態を
示す斜視図である。
【図４】本発明の既存コンクリート柱状体の補強構造においてモルタル厚指示治具を付加
した際の断面図である。
【図５】本発明の既存コンクリート柱状体の補強構造に使用する補強材料組立体の斜視図
である。
【図６】本発明の既存コンクリート柱状体の補強構造と従来例とを、変形性能で比較した
グラフである。
【図７】図１とは異なる本発明の既存コンクリート柱状体の補強構造を示す正面図である
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。
【図８】図７に示した補強構造における VIII－ VIII線に沿った断面図である。
【図９】図７に示した補強構造における円 IＸ部分の断面図である。
【図１０】モルタル厚指示治具を構成する部材の側面図である。
【図１１】　 (a)は図８の円Ｘ部分におけるモルタル厚指示治具を示す断面図であり、 (b)
は図８の円Ｘ部分における補強筋配置ガイドを示す断面図である。
【図１２】モルタル厚指示治具を構成する一部材の斜視図である。
【図１３】図１１ (a)のモルタル厚指示治具の施工手順を示す説明断面図である。
【符号の説明】
１１　既存コンクリート柱状体
１２　モルタル厚指示治具
１２ａ　突出片（厚さガイド）
１３，２３　剪断補強筋（線状体、剪断補強筋）
１４　金網（網状体）
１５　吹付モルタル
２４　補強筋配置ガイド
２６　表面指示部材（厚さガイド）
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【 図 ３ 】
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【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】
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【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】
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